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価値創造の軌跡
1922年の創業以来、公共交通整備と土地開発を両輪で行い、公共性と事業性を両立させた「まちづくり」を進めてきました。
時代の変化に伴い生じる社会課題に対し、新しい視点で生活サービスやライフスタイルを提案することにより、エリア価値の継続的向上に取り組んできました。

［原点／DNA］ まちづくりを通じた社会課題解決
クリエイティブな視点をもってソリューションを提供

1922～1950年代
便利さの追求

震災・戦災からの復興と 
大都市への人口集中

提供
価値

▪ 郊外住宅地の暮らしと足
▪ 渋谷の復興と生活利便機能整備

アクション
 鉄道路線の延伸
  国策を視野に入れた事業展開（住宅・鉄道・
高速道路の整備、観光による外貨獲得）
 グループ多角化

1932年 多摩川台（田園調布）住宅地

1960～1980年代
豊かさの追求

高度経済成長から成熟社会へ

▪ 鉄道ネットワーク拡充による交通利便性の向上
▪ 人々の豊かさを深めるサービスの提供（量から質へ）
▪ 良好な生活環境を整えた多摩田園都市の開発

 より広域で密な鉄道ネットワークの構築
 生活サービスにおける質や領域の拡大

1989年 文化複合施設「Bunkamura」開業

1990～2000年代
選択と集中

バブル経済崩壊・少子高齢化

▪ 鉄道ネットワーク拡充と快適性の向上
▪ 沿線への集中投資によるエリア価値向上
▪ 再開発着手による渋谷活性化

 スローガンの改訂「美しい時代へ」
 鉄道複々線化・ネットワーク化
 選択と集中・財務体質強化

2006年 複々線化された区間で並走する東横線と目黒線

2010年代
多様性の追求
少子高齢化の進行 
自然災害への対応

▪ 街と駅の一体開発による課題解決と魅力向上
▪ 職住遊近接、住み替えを促進するサービスの提供
▪ 多様な世代の生活支援／安全・安心なまちづくり

  長期ビジョン 
「3つの日本一」
  ガバナンス体制強
化とひとつの東急
  まちづくりノウハウ
の海外への再展開

2012年 
渋谷ヒカリエ開業

2020年代～
次の100年へ

コロナショックからの回復
訪日客数の拡大

脱炭素・循環型社会へ

▪ 世代を超えた安心と信頼
▪ 環境と調和するまちづくり
▪ 世界が憧れるまちへ

  Greater SHIBUYA 2.0
  環境ビジョン2040

渋谷駅周辺（2025年2月）

沿線人口と営業収益の推移

1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2020年

営業収益
（億円）
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469万人

2020年
561万人

沿線人口 営業収益

※1977年度より連結決算適用、1999年度より新連結制度・有報改正を適用、2021年度より収益認識に関する会計基準を適用しています。
※沿線人口は1950年からの推移を表示するため、国勢調査のデータを基に算出しています。
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ステークホルダーからの共感・支持

価値創造プロセス ─ 「美しい生活環境の創造」の実現

私たちを取り巻く社会課題に向き合い、経営資源を活かしてエリア価値・企業価値を向上させることで存在理念「美しい生活環境の創造」を実現します。

インプット

経営資源

製造資本
P.28

人的資本
P.36

知的資本
P.47

社会・関係資本
P.28・50

自然資本
P.42

財務資本
P.64

 ビジネスモデル P.14

長期循環型ビジネスモデル

エリア価値の向上

強み1  沿線で築き上げた信頼と連携ノウハウ

強み2  交通・不動産・生活サービス一体の住み続けたいまちづくり

強み3  長期的視点での面的開発

企業価値向上

 地域コングロマリット経営 P.16

 サステナブル経営 P.17

6つのサステナブル重要テーマ（マテリアリティ）

安全・安心 まちづくり

生活環境品質 ひとづくり

脱炭素・循環型社会 企業統治・コンプライアンス

アウトプット

エリア価値向上に資する取り組み

2027年度目標※1

■営業収益 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 11,800億円
■営業利益 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 1,120億円
■東急EBITDA- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 2,400億円
■EPS - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 164.88円
■ROE - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - 9.3%
■ROA（総資産事業利益率） - - - - - - - - - - - 3.7%※2

 交通 P.29  
▪事故の防止、バリアフリーの取り組み
▪環境性能の向上、環境負荷低減
▪広域鉄道ネットワークの形成
▪輸送サービスの最適化・モビリティの拡充

 不動産 P.30  
▪地域のニーズ・課題に対応する開発・ 
エリアマネジメント
▪ライフスタイルをとらえた自律分散・ 
職住遊近接の推進
▪地球環境と共生するまちづくり

 生活サービス P.31  
▪地域の皆様の健康で豊かな暮らしの推進
▪ライフスタイル／ワークスタイルの 
多様化への対応、サービスの提供

 ホテル・リゾート P.32  
▪地域の発展への貢献
▪多様な体験価値の提供
▪環境負荷低減と資源循環推進

 アウトカム P.70

事業を通じた継続的な社会課題解決

美しい生活環境の創造
調和ある社会
一人ひとりの幸せ

《2030年に向けて目指す姿》

日本で最も安全で利用しやすい交通サービス
安心して暮らせる生活環境の提供

「職住遊」がそろった
個性的で魅力ある街の実現

元気で自分らしく
活き活きできる暮らしの実現

「誰もが働き続けたい会社」の実現
教育、文化、環境活動などを通じた
社会におけるひとづくりの推進

地球環境と調和した
脱炭素社会・循環型社会の実現

社会やグローバルな経営環境に直結した
最良のコーポレート・ガバナンスの実現

資本の増大

※1 2027年度の数値は、2026年5月時点での目標値です。
※2 企業会計基準第34号「リースに関する会計基準」等の適用影響を踏まえた2026年5月時点での想定数値は3.5%です。

エリア成長

事業領域
拡大

各事業成長
事業間シナジー

創出
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ビジネスモデル ─ 長期循環型ビジネスモデル

私たちの成長は街の成長とともにあり、エリア価値の向上が企業価値の向上につながります。
エリア成長と事業間シナジーにより持続的な企業価値向上を実現するのが長期循環型ビジネスモデルです。

強み P.15  を発揮し、個性的・魅力的な街が連なる沿線の実現

新規領域探索
（Research & Development）

生活サービス事業

ホテル・リゾート事業

企業価値向上
コングロマリットプレミアムの実現

東急の“強み”活用

人流に依拠しない収益源

価値観多様化への対応

内製化

個別事業の収益力向上 新規領域からの利益貢献

事業キャッシュ・フロー拡大
保有資産価値向上（担保余力向上）

競争力強化

顧客接点活用

アップセル
クロスセル

沿線地価上昇

沿線活性化
定住人口増
交流人口増

安全・安心の追求
利便性向上

魅力的な
まちづくり 交通事業

不動産事業

各事業成長
事業間シナジー創出

エリア成長

事業領域拡大

循
環

再投資

循
環
再

投資

循
環

再投資

循
環
再

投資

3つのサイクルのシナジーを最大化し、
コングロマリットプレミアムを実現

「エリア成長」サイクル

交通事業で利便性の高い交通ネットワークを形成すると

ともに、沿線を中心とした、広域での面的不動産開発を行

い、エリア成長を図ります。そして、エリアから得た収益を、

再度同じエリアへ循環的、累積的に投資します。これによ

り継続的に街をバリューアップし、エリア価値を向上させ

て、収益基盤の成長を図る「循環再投資」の戦略を表現し

ています。

「各事業成長と事業間シナジー創出」サイクル

生活サービス事業や、ホテル・リゾート事業を通じて、

生活者一人ひとりの、さまざまなライフステージに寄り添

うサービスを提供し「住み続けたい街」としての魅力を高

めます。そして、各事業の顧客接点を活用し、クロスセル・

アップセルを実現することで、事業間シナジーを最大化し

ていきます。

「事業領域拡大」サイクル

価値観の変化・多様化に対応し続け、“世界が憧れるま

ち”に必要なサービスを絶えず追求します。当社グルー

プの強みを活かせる新規領域へ参入することで、エリア価

値のさらなる向上と、利益貢献を両立させる戦略を表現し

ています。
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競争優位性
当社の競争優位性は、長年にわたり沿線で築き上げた信頼とノウハウ、交通・不動産・生活サービスが一体となったまちづくり、長期的視点での面的開発です。
これらの「強み」を最大限に発揮し、掛け合わせることで、エリア価値の持続的な向上を実現します。

3つの「強み」をエリア価値向上につなげる

強み1  沿線で築き上げた信頼と連携ノウハウ
田園都市株式会社や戦後の多摩田園都市における地域に根差したまちづくりにより、

地域に住まう方々、街を訪れるお客さま、行政、企業、学術・研究機関とのパートナー

シップを通じて、強固な信頼関係を築いています。この信頼関係と連携ノウハウが、長

期循環型ビジネスモデルの源泉となっています。
〈関連ページ〉 ステークホルダーとの共創 P.50

強み2  交通・不動産・生活サービス一体の 
住み続けたいまちづくり

交通利便性を高めるとともに、エリアにおけるニーズ・機会を活かす物件開発を行っ

ています。併せて、生活者一人ひとりの人生のさまざまなステージに寄り添えるサービ

スを提供することで住み続けられる街をデザインし、社会課題の解決とエリア価値向上

につなげています。まちづくりにおけるビジョンやリーダーシップ、実務面でのさまざま

な知見を磨き続け、形にしています。
〈関連ページ〉 事例 P.15

強み3  長期的視点での面的開発
沿線の特徴ある数々の街は、それぞれ単体の開発ではなく、交通ネットワークでつな

がり、全面的に連関しています。それぞれの街が持つ要素を組み合わせて、沿線という

複数の自治体をまたがる広域での長期継続的なエリア価値向上を追求しています。

面的な広がりをもって都市インフラを支えることで、安全・安心で、自然や文化が守ら

れた、人・社会・自然が調和した“豊かさ”を実感できるまちづくりを広げます。
〈関連ページ〉 事業展開のフィールド P.9  重点施策の進捗 P.21～23

強み2  交通・不動産・生活サービス一体の住み続けたいまちづくり
多様な事業の連携によるエリア価値の向上（南町田グランベリーパークの事例）

2019年11月にまちびらきをした「南町田グランベリーパーク」は、町田市と当社が連携・協

働し、都市基盤、都市公園、商業施設、都市型住宅などを一体的に再整備・再構築し「新しい暮

らしの拠点」を創り出していくプロジェクトです。「まちのぜんぶが“パーク”となる」をコンセプト

に、駅と商業施設、公園がシームレスにつながり、まち全体がまるで一つの「パーク（公園）」の

ような、自然とにぎわいが融合したまちを目指しています。当初整備した駅舎、商業施設に加え、

2024年3月には駅直結の分譲マンション「ドレッセタワー南町田グランベリーパーク」が誕生し、

まちの「住」機能が拡充されました。

鶴間公園 パークライフ・サイト グランベリーパーク ドレッセタワー
南町田GBP

南町田グランベリー
パーク駅

南町田グランベリーパーク駅南町田グランベリーパーク駅

まちのぜんぶが“パーク”となる
· 当社・町田市（エリア
活性化やブランディン
グに資する活動の支援
組織「一般財団法人み
なみまちだをみんなの
まちへ」の設立）

· 当社（施設開発・運用）
· 東急モールズデベロップメント（商業施設運営）
· 当社（住まいと暮らしのコンシェルジュ）、東急
ストア、東急百貨店、東急グルメフロント、東
急レクリエーション、イッツ・コミュニケーショ
ンズ（商業施設への出店等）
· 東急カード（決済サービス）等

· 当社 
（分譲マンション
建設）

· 東急ライフィア
（販売代理）等

· 東急電鉄 
（駅リニューアル・
急行停車）

エリア価値の向上 2017年4月 2026年4月 増減
周辺人口（人／半径1km） 18,907 22,410 ＋18.5%
町田市全体 429,114 430,872 ＋0.4%

周辺地価 2017年1月を100とした場合 139.6 ＋39.6%
町田市全体 2017年1月を100とした場合 110.8 ＋10.8%

2016年度 2025年度 増減
年間乗降人員（千人） 12,522 17,918 ＋43.1%
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地域コングロマリット経営

1  基盤事業と付加価値創出事業の相互成長
·基盤事業と付加価値創出事業の掛け合わせにより、エリアの価値を向上
·拠点に集中的に投資を行い、多様なサービスを展開（スーパードミナント戦略）

事業の役割

渋谷エリアにおける複層的なサービス展開事例

その他

エンタメ・文化
ホテル

広告媒体

レジデンス

QsEye

SCSQvision

リテール

東急コンフォート
メンバーズ

Shibuya
TOQ Pass

ホール

主たる保有・運営受託物件

東急線
アプリ

オフィス賃貸

不動産管理 広告代理店セキュリティ

東急カード

展開サービス

顧客基盤

事業の景気感応度
•景気感応度の異なる事業ポートフォリオが、収益の安定化に寄与

景気一致 遅行先行
鉄道・バス（輸送人員）
商業・ホテル賃料（歩合）
リテール（店舗売上高）
ホテル（ADR／稼働率）等

広告業
建設業 等

鉄道・バス（運賃）
オフィス賃料 等

2  エリアの資産効率と将来利益の最大化を図る
·不動産開発による関係人口の増加により、エリアに展開する他事業が追加収益を獲得
·得られた収益の同一エリアへの再投資（循環再投資）や、他者資本の参入によりエリア全体が
持続的に成長し、既存展開事業のさらなる収益増が期待できる

不動産投資 開発した不動産を起点に、多様な事業が連動

不動産 交通 生活サービス

鉄道・バスの
利用者が増加

店舗・サービスの
利用者が増加

ホテル・リゾートの
利用者が増加

ホテル・リゾート

エリア全体が
持続的に成長

渋谷・東急線沿線エリア

関係人口の増加が
多様な相乗効果を

創出

当社既存物件の
価値も向上

（賃料上昇など）

保有／運営受託物件

オフィス入居などにより
関係人口が増加

交通機関 商業・エンタメ機能 宿泊施設等

•渋谷ヒカリエ
•渋谷スクランブルスクエア
•渋谷ストリーム 等

●入居企業への就業者が
東急線沿線に居住

●ビジネスパーソンが
入居企業へ訪問

●沿線居住者による
日々の購買活動

●オフィス就業者が
昼食や化粧品を購入

●来街者が映画や
ミュージカルを鑑賞

●観光客がホテル利用

●渋谷のオフィス入居企業
が宴会場等を使用

3  拠点集中や多様な事業が引き出すシナジー効果
「東急」や「東急線沿線」ブランド
ブランドのグループ内の共有・相互向上

および地域浸透性

共通顧客基盤
TOKYU IDやTOKYU POINTの活用による

アップセル・クロスセル

定住・交流・関係人口増に向けた事業連携
「東急スクラムプロジェクト」等の当社グループの

多岐にわたるノウハウやアセットの連携

コンテンツコラボレーション
アニメとのコラボでは、鉄道、バス、ホテル、商業、
屋外・交通広告等の当社資源を面的に活用し、 
渋谷をジャックすることで、イベント効果を最大化

©堀越耕平／集英社・僕のヒーローアカデミア製作委員会

『僕のヒーローアカデミア』
のコンセプトルーム
（渋谷エクセルホテル東急）

渋谷や東急線沿線の拠点に経営資源を集中し、鉄道事業と不動産開発を起点に、多様な事業を複層的に展開することで、エリアの人口増加と経済活動の活性化を図ります。
得られた収益を同エリアへ循環再投資することでエリアの持続的な発展を促すとともに、事業間のシナジー効果を発揮し、資産効率の向上と将来利益の最大化を目指します。

基盤事業 交通 不動産

生活サービス ホテル・リゾート

交通インフラの拡充と都市開発によって、
快適なまちづくりと人口の定着を図る

付加価値
創出事業

関係人口の増加による
さらなるビジネス拡大を図る

ビジネス機会の提供 エリアに付加価値を提供
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サステナブル重要テーマ（マテリアリティ）
次期経営計画を見据え、サステナブル重要テーマを再評価しています。
2026年度中の特定を目指し、現在は社内外の多角的な対話を通じて議論を深化させており、経営戦略とのさらなる連動・効果的な推進に向けた検討を進めています。

特定・運用プロセス

Step

1

社会課題の抽出と整理
社会の一般的課題としてSDGsやISO26000、GRIスタンダード、 また業界特有の課題として
サステナビリティ会計基準審議会（SASB）などを参考に、解決が期待される300項目のロン
グリストを作成しました。さらに、類似課題の統合や、当社の取り組み領域との関連を考慮し、
48項目のショートリストを作成しました。

Step

2

重要度の評価
ショートリストについて、「東急グループにおける重要性」と、ステークホルダーにとっての
「社会における重要性」により評価し、サステナブル重要テーマ（マテリアリティ）を仮評価し
ました。

Step

3

社外有識者ダイアログ
サステナブル重要テーマ（マテリアリティ）を特定するにあたり、社外有識者と担当役員との間
でダイアログを行いました。
※コメント要旨はWebをご参照ください。

 https://tokyu.disclosure.site/ja/93/

Step

4

サステナブル重要テーマ（マテリアリティ）
社外有識者からの提言を踏まえて課題の重要度評価の妥当性を検証した後、経営会議を経
て、中期経営計画と共に取締役会にて特定しました。また、テーマごとに向き合う社会課題、
「2030年に向けて目指す姿」を設定し、長期経営構想の経営基本姿勢として位置付けました。

Step

5

サステナブル重要テーマと経営計画の一体化
長期経営構想策定や中期経営計画策定のタイミングでサステナブル重要テーマの見直しや、
非財務目標設定を行い、経営会議・取締役会に上程しています。取り組みの進捗状況は、各
責任部署およびサステナビリティ推進会議にて確認し、重要なものは経営会議・取締役会に上
程します。

Progress Report

サステナブル重要テーマの再評価

当社は、次期経営計画を見据え、経営環境の変化に基づきサステナブル重要テーマ

を再評価しています。SSBJ基準の公表に伴う考慮すべき視点や開示拡充にも対応し、

財務影響と社会的影響評価を実施しています。また、全社リスクマネジメントとの連携

を深めることで、経営戦略とサステナビリティがシームレスに融合した経営体制を構築し

てまいります。

重要性の再評価にあたっては、各部門の実

務レベルから経営層に至るまでの多層的な社

内議論に加え、住民アンケートによる地域社会

の視点や、有識者ダイアログを通じた専門的

知見を反映させています。内外部の多様な視

点を交差させることで、実効性と客観性を兼ね

備えたテーマの特定を目指しています。 社外有識者ダイアログ（2026年3月27日実施）

有識者ダイアログに
おける主なご提言

高崎経済大学 学長
水口 剛氏

東急の「エリア価値」を高めるビジネスモデルは企業価値との

結び付きが明確である。だからこそ、自社の特徴を踏まえて課題

をさらに深掘りし、核心を突く重要テーマの特定・開示が望まれる。

少子高齢化や格差拡大が街にもたらすリスクを十分に織り込めて

いるかを点検すべきだ。また、事業中核拠点の成長に加え、人口減

少下でも暮らしを支える仕組みや知見を磨くことは、中長期の機会

につながり得る。さらに5～10年後のライフスタイルの価値観変

化を見据え、自然環境の再生や正の影響の可視化も検討に値する。

https://tokyu.disclosure.site/ja/93/
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サステナブル重要テーマ（マテリアリティ）

財務および社会への影響が大きい事項のリスクと機会と、経営戦略との関係を以下の通り整理しました。
各指標の目標と実績6か年データは、非財務データ（ P.67  ）をご参照ください。

サステナブル重要テーマ 特に影響の大きい事項 R：リスク／O：機会 経営戦略 主な指標　※目標と実績6か年データは P.67  参照

安全・安心
安全・レジリエンス向上 O：「安全・安心」の追求・災害耐性の強化による、事故率の低下、事業継続性・

信頼性の向上、損失の削減
·中期3か年経営計画
·安全基本方針

·東急電鉄自社起因運転事故・インシデント件数
·重大な食品安全事故件数　

情報セキュリティ・
個人情報保護 R：データ侵害による顧客信頼喪失、売上減少、訴訟リスク ·ITセキュリティ対策 

基本方針 ·ゼロトラストモデル適用率 〈関連ページ〉
P.49

まちづくり
快適なまちづくり

O：グループ横断施策による、環境推進やエリア経済活性化施策等の効果的な 
まちづくりの実践、交通利便性の向上

O：渋谷再開発をはじめとした沿線への循環再投資による、就労・居住・ 
交流人口等の増加による全事業機会の向上

·中期3か年経営計画
·地域コングロマリット経営
·Greater SHIBUYA 2.0

·住宅引渡戸数、賃貸住宅竣工戸数
·住まいと暮らしのコンシェルジュ年間相談件数
·サテライトシェアオフィス「NewWork」 
月間利用者数
·新規オフィス供給面積、新規商業供給面積

〈関連ページ〉
P.21・22  P.16

海外のまちづくり支援 O：海外事業継続強化、東急が培った住み続けられるまちづくりの展開 ·中期3か年経営計画 〈関連ページ〉
P.23

生活環境品質
地域との共存・共栄

O：地域課題解決型ビジネスや新サービス創出による企業価値・信用力の向上
O：文化・エンタメ事業をはじめとする各事業による交流・関係人口増加や 
消費者購買意欲の向上

·中期3か年経営計画
·生活サービス事業戦略

·顧客満足度、高齢者向けサービス契約数、 
保育園・学童施設数

·5Gシェアリングアンテナの導入駅数
·東急アライアンスプラットフォームにおける 
外部企業協業件数

〈関連ページ〉
P.11  P.31  

デジタル化社会・ 
ICT活用

O：顧客データの活用によるサービスの最適化やシナジーの創出による 
顧客満足度・収益機会向上 ·DX戦略・推進体制 ·デジタル接点数、TOKYU POINT会員数 〈関連ページ〉

P.47・48

ひとづくり

人材育成 O：人材育成強化による事業の持続的成長と社員の定着率向上
O：多様な人材の活躍推進によるイノベーション創出

·人的資本戦略
·人材マネジメントポリシー

·従業員エンゲージメント調査結果
·一人当たり研修・教育実習費
·DX研修受講率
·新規事業創出プログラムにかかわる従業員割合

〈関連ページ〉
P.36～38  P.40

雇用環境・ 
労働安全衛生

R：労働環境や安全衛生の不備による、労働災害・健康被害、信用力低下、 
収益減少

R：生産年齢人口の減少に加え、社員の離職率増加による労働力不足の深刻化

·健康経営指標
·休業災害率

〈関連ページ〉
P.39

DE&Iへの対応 O：多様な人のニーズを識別できるスタッフの雇用や活躍推進 ·管理職に占める女性比率
·男性育児休業取得率

〈関連ページ〉
P.39

人権への対応 R：社内外のハラスメントや差別、サプライチェーンにおける労働安全不備や 
強制労働等の人権侵害 ·人権方針 ·人権研修実施率 〈関連ページ〉

P.41

脱炭素・
循環型社会

気候変動への対応
R：災害の激甚化による事業関連施設への損害
R：エネルギー使用・ GHG排出に起因する事業コストの上昇
O：自己投資による発電事業や省エネ、技術開発
O：輸送の環境効率性の高さを背景とした、利用者の増加 ·環境ビジョン2040

·水害等の物理リスク対策

·GHG排出量削減率（Scope 1, 2, 3）
·再生可能エネルギー比率

〈関連ページ〉
P.42～45

持続可能な生産消費
生態系・水・森林保全

R：生物多様性損失による規制強化や信用失墜、自然保全不足による 
地域持続可能性への影響

O：グリーンインフラや自然資本の保全、環境配慮型製品・サービスの提供を 
通じた将来の価値観変化を見据えた環境調和型のまちづくり

·廃棄物量削減率、水使用量削減率 〈関連ページ〉
P.46

企業統治・
コンプライアンス

ガバナンス・ 
コンプライアンス

R：不適切なリスク管理による、規制上の罰金及び罰則、レピュテーション低下 
及び収益減少

·コンプライアンスの浸透
·内部統制体制

·株主・投資家対話件数
·行政処分・刑事処分件数
·コンプライアンスに係る研修受講率

〈関連ページ〉
P.61・62  P.63

※「東急グループにおける重要性」と、ステークホルダーにとっての「社会における重要性」により、サステナブル重要テーマ（マテリアリティ）を評価しています。
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